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学校の組織力向上プラン
～チーム学校の推進～

【担当部課】 教育庁管理部 教職員課

教育庁指導部 学校教育課

問題意識

・ 変化の激しい社会の中で子どもたちがたくましく生きていくためには、しっ

かりとした学力を身に付けさせることが重要であり、自ら課題を見いだし、課

題解決に向けて主体的・協働的に取り組んでいく力の育成が重要

・ また、いじめや暴力行為の防止、不登校の子どもへのきめ細かな支援、特別

な支援を必要とする子どもや経済的に困難な環境にある子どもへの支援など複

雑化・多様化する教育課題に的確に対応していくことが重要

・ そのためには、学校の組織力を更に高めていくことが喫緊の課題であり、多

様な専門性を持つ人材と連携・分担するチーム体制を整備し、教員の多忙化問

題に対する更なる業務改善の取組を進め、教員が子どもと向き合いしっかりと

指導できる環境づくりを推進することが重要

現状と課題

１ いじめ・暴力・不登校等

・ 引き続き、いじめや暴力行為の防止対策の充実、経済的に困難な環境にあ

る子どもへの支援の充実が求められ、特に、不登校の児童生徒数が、近年、

増加傾向を示しており、更なる対策の充実が必要

・ 小学生は、強いストレスを感じていても、自分自身の状態や感情などを表

現する力が拙い面があり、大人にその原因や背景が十分理解されないことが

ある。高学年や中学校で不登校に至る前の小学校の早い段階から心理の専門

家によるアセスメントに基づく対応が必要

・ いじめ・暴力・不登校の背景には心理的な要因、家庭環境による要因等複

雑な要因が存在しているため、心理や福祉の専門家によるアセスメントに基

づく多面的包括的な理解により、教員が根拠に基づき対応することが必要
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・ スクールカウンセラーの配置率は、中学校・高等学校は100％であるが、小

学校13％弱、特別支援学校 9 ％強にとどまっている。まなび・生活アドバイ

ザー(※1)の配置率は、小学校13％強、中学校30％弱、高等学校６％強、特別

支援学校 0 ％

○ スクールカウンセラー配置の現状（平成28年度）（京都市立を除く。）

配置学校数 配置率 摘 要

小学校 27校 12.9％ 210校中、27校

中学校 全校 100％ 全97校

高等学校 全校 100％ 全47校

特別支援学校 1校 9.1％ 11校中、1校

○ まなび・生活アドバイザー配置の現状（平成28年度）(京都市立を除く｡)

配置学校数 配置率 摘 要

小学校 28校 13.3％ 210校中、28校

中学校 29校 29.9％ 97校中、29校

高等学校 3校 6.4％ 47校中、3校

特別支援学校 0校 － 11校中、0校

※1「まなび・生活アドバイザー」とは

児童生徒の基本的な生活習慣の確立と学習習慣の定着を図る取組の支援

を行う京都府独自の職として、平成19年度から配置を開始し、退職校長・

教員や社会福祉士等がその任を担っている。いわゆる「スクールソーシャ

ルワーカー」に当たる。

２ 特別支援教育

・ 近年、特別な支援を必要とする子どもの数が増加。特別支援学校の児童生

徒も増加しているが、小・中学校の特別支援学級に在籍する児童生徒や通級

指導教室に通う児童生徒も増加してきており、適切な対応が必要

・ 各校において、特別支援教育に関する校内委員会の設置、実態把握、特別

支援教育コーディネーターの指名、個別の教育支援計画、個別の指導計画の

作成と活用、教員の専門性の向上のための研修の実施等特別支援教育を行う

ための体制整備や必要な取組を実施

・ 特別支援教育を担当する教員の人材育成と専門性の向上を図るため、各市

町(組合)教育委員会、教育局、総合教育センター、各地域支援センターの実

施する研修の充実や資格取得に向けた支援が必要

・ 特別支援教育支援員(※2)等の配置が進められているが、特別支援教育の専

門性を高めるための研修の充実が必要
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・ 特別支援学校教諭免許状の保有状況は、小・中学校の特別支援学級担当教

員については、京都府全体で見て３割程度であり、教育職員免許法に基づく

認定講習の在り方の見直しや支援策の充実などにより取得を促進することが

必要

・ 小・中学校の特別支援学級に在籍する児童生徒や通級指導教室に通う児童

生徒が増加する中、インクルーシブ教育の推進や障害を理由とする差別の解

消の推進に関する法律の施行に伴う対応が求められ、これまで以上に校内及

び関係機関との連絡・調整等を担う特別支援教育コーディネーターの役割が

重要になっているが、小・中・高等学校における特別支援教育コーディネー

ターの指名率は100％であるものの、学級担任や教科担任を持たない専任のも

のは少ないことから、その役割を十分に果たすために、その専任化を促進す

ることが必要

・ 高等学校における特別な支援を必要とする生徒の増加や、高等学校におけ

る通級による指導が平成30年度に制度化される方向となっていることを踏ま

え、府立高等学校における特別支援教育体制の充実に向けた人材育成の取組

が必要

○ 特別支援学校教諭免許状の保有状況（平成27年度）（京都市立を含む。）

京都府 全国

特別支援学校教員 84.1％ 74.3％

特別支援学級 小学校 32.9％ 32.8％

担当教員 中学校 27.9％ 26.3％

※2「特別支援教育支援員」とは

特別支援教育コーディネーター、担任教員等と連携し、児童生徒に対す

る学習支援、健康・安全確保、介助等を行う非常勤の職員のこと。

３ 部活動

・ 平成27年度実施の「部活動の実態に関する調査」等の調査結果によれば、

土・日の両方活動している部活動は、中学校で約２割、高等学校で約３割。

外部指導者(※3)の派遣充実を希望する意見が比較的多数

・ 中学校では半数近く、高等学校では４割程度の顧問教員が担当する部活動

の競技等の経験なし。３人に１人が指導に「自信がない」、「あまり自信がな

い」と回答。８割の教員が「忙しくて思うように指導できない」と回答

・ 運動部活動指導者派遣事業については、中学校で８割以上、高等学校では

９割以上の学校が、「顧問の負担が軽減された」と回答、100％近い学校が「生

徒の競技力の向上が見られた」と回答
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・ 部活動指導員(仮称)(※4)については、公務員の位置付けとするとともに、

任用に当たっては学校教育に理解のある人材を確保することが必要

・ 部活動指導員(仮称)の在り方については、それぞれの学校や地域の実情に

応じた柔軟さが必要

また、部活動指導員(仮称)の配置に当たっては、困難な分掌業務を担当し

ている教員の負担を軽減するなど、業務量平準化の観点を持つことも大切

・ 部活動は学校教育の一環として定着しており、技能等の伸長だけでなく、

子どもと教員が信頼関係を構築する中で、生徒の自主性、協調性、責任感、

連帯感などを育成する高い教育効果があることを踏まえた対応が必要

・ 部活動は学校教育の一環であり、休養日や活動時間を適切に設定するなど

生徒のバランスのとれた生活や成長への配慮が必要

・ 部活動の練習計画を立てる際には、医・科学的な視点を取り入れることや

効率的な練習方法を導入することが大切

※3「外部指導者」とは

運動部活動の活性化や運動部顧問の負担軽減を目的として中学校・高等

学校に派遣している地域のスポーツ指導者のこと。専門的な技術指導に従

事するが、単独での指導・引率はできない。

※4「部活動指導員(仮称)」とは

平成27年12月の中央教育審議会答申「チームとしての学校の在り方と今

後の改善方策について」で提言された部活動に関する専門スタッフ（部活

動の指導、顧問、単独での引率等を行うことができる新たな職）のこと。

○「部活動の実態に関する調査」等の調査結果（平成27年12月公表）

<調査主体> 京都府教育委員会

<調査対象> 部活動及び学校の業務に関する調査（教員:抽出）中学校266人、高等学校269人

部活動の実態に関する調査（学校調査） 中学校 97校、高等学校 47校

<調査時期> 平成27年８月

①土・日の両方活動している部活動は、中学校は約２割、高等学校は約３割

→ 部活動指導の在り方として、「外部指導者などの派遣」（中学校22.2％、高等

学校29.9％）を希望する意見が多い。

②現在担当している部活動の経験、指導及び指導上の課題

→ 中学校では半数近く、高等学校では４割程度が経験なし

３人に１人が指導に「自信がない」、「あまり自信がない」と回答

８割の教員が「忙しくて思うように指導できない」と回答
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③学校の業務に関し、中学校・高等学校の９割を超える教員が「忙しい」と回答

→ 「各職員の支援的、協力的な姿勢」、「各職員による効率化を念頭においた業

務推進」のほか、「管理職のリーダーシップ」、「外部指導者やスクールカウン

セラー等専門的な職員の配置」を望む意見が多い。

４ 学校体制・学校組織マネジメント

・ 教員は、学習指導だけでなく、様々な生徒指導上の課題への対応のほか、

部活動指導も含めた幅広い職務を担っているが、一方、９割を超える教員が

多忙感を訴えている現状にあり、支援的、協力的な組織づくりが必要

・ 複雑化・多様化する課題に対応していくためには、校長を中心とした学校

の組織マネジメント力を強化するとともに、専門性に基づくチーム体制の整

備や、更なる学校業務の改善の推進が必要

・ 特に、困難な課題を抱える学校においては教員の配置を充実するなど学校

指導体制を強化するとともに、校長の学校運営を補佐する機能を強化するこ

とが必要

・ 教員個々の学級経営力や生徒指導力を向上させる視点から研修プログラム

を見ると、とりわけ新規採用期（あるいは若年層）の教員に対しては、セル

フマネジメントや自己健康管理の観点についての研修を充実すべきである。

現状の研修が、教授技術上のスキル中心になっていないか、点検が必要

・ 学校の組織マネジメント力を強化するためには、校長のリーダーシップの

みに期待するのではなく、学年レベルでのチームマネジメントを構想するこ

とが重要

・ チーム学校を推進するために、教員の役割を明確化し、連携の窓口となる

担当を置くとともに、すべての教職員に多様な専門性を持つ人材と連携・分

担して解決に取り組む姿勢や力を醸成することが必要

５ 学校業務の改善・教員の負担軽減対策

・ 京都府教育委員会として、これまで、「子どもと向き合い、指導できる時間

の確保に向けた支援施策」として、「調査研究」、「サポート」、「業務の見直し」、

「啓発」にわたって、様々な施策を実施

・ 一方、近年、学校が抱える課題が更に複雑化・多様化しており、チーム体

制の構築と更なる業務改善の取組を一体として進めていくことが必要

・ 平成28年10月25日の京都府人事委員会報告において、「所属長は各教員の出

退勤を適切に把握し、学校の運営状況に応じ週休日の振替等や勤務時間の割



6

振変更を適正に行うなど、長時間勤務の縮減を徹底する必要がある」と指摘

されたことも踏まえ、適切な勤務時間管理の徹底が必要

６ 教育委員会による学校支援

・ 学校において、教員の負担軽減につながる業務改善の取組を着実に進めつ

つ、多様な専門性を持つ人材と連携・分担するチーム体制を円滑に運用し、

府民の期待に応える教育を推進していくために、教育委員会における学校支

援体制を整備することや学校支援機能を強化することが必要

施策の基本方向（目標）

○ 京都式チーム学校(※5)の推進

～学校指導体制の整備と学校現場における教員の「働き方改革」～

※5「京都式チーム学校」とは

複雑化・多様化する教育課題に的確に対応するため、教員が多様な専門

性を持つ人材とチームとして連携・分担する体制を学校や地域の実態を踏

まえて整備・強化した上で、校長のリーダーシップの下、学校運営や教育

活動を組織的にマネジメントすることにより、教員の負担軽減を図り、そ

れぞれの教員や人材がその持てる能力を十分に発揮し、子どもをしっかり

と指導できる学校として、京都府がその実現を目指す学校の在り方

（参考）平成27年12月の中央教育審議会答申「チームとしての学校の在り方と今後の

改善方策について」

とりわけ、次の事項を重点に取り組む。

１ スクールカウンセラー及びまなび・生活アドバイザーの配置率の向上

○ スクールカウンセラーの全校配置

○ まなび・生活アドバイザーの全校配置

○ それぞれのスーパーバイザーの配置充実

○ 量的拡充・資質の確保に向けた取組

２ 小・中・高等学校における特別支援教育体制の強化

○ 特別支援教育を担当する教員等に対する研修の充実

○ 特別支援学校教諭免許状の取得促進（小中学校の特別支援学級担任の特別

支援学校教諭免許状保有率を６割程度に引上げ）

○ 特別支援教育コーディネーターの専任化

○ 高等学校における特別支援教育体制の充実

３ 京都府の実情を踏まえた部活動指導員(仮称)の効果的な導入

○ 部活動指導員(仮称)と外部指導者派遣を選択できるシステムを構築
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○ 京都府としての部活動指針(仮称)を策定（休養日や活動時間の設定等）

○ 多様性が認められる部活動に対応する指導方法の確立

４ 学校体制の強化及び学校組織マネジメント力の更なる向上

○ 学校体制の強化（困難な課題を抱える学校における教員配置を充実等）

○ 校長の学校組織マネジメント機能の強化

○ 学校組織マネジメントに関する研修内容の見直し

○ 「京都式チーム学校推進校（仮称）」による実践研究

５ チーム学校を機能させるための業務改善の推進

○ 教育委員会が主体となった業務改善の取組（業務改善の取組方針等）

○ 重点モデル校・地域における実践研究（部活動における負担軽減等）

○ 学校現場における勤務時間管理の適正化等の取組

６ 教育委員会における学校支援体制の整備及び学校支援機能の強化

○ 京都府教育委員会における学校支援体制の整備

○ 市町(組合)教育委員会における学校支援体制の整備

○ 京都府教育委員会と市町(組合)教育委員会との連携・協働

重 点 施 策

１ スクールカウンセラー及びまなび・生活アドバイザーの配置率の向上

(1) スクールカウンセラーの全校配置

いじめや暴力行為の防止対策の充実、不登校の子どもへのきめ細かな支援

の充実を図るため、全小学校・特別支援学校へのスクールカウンセラーの配

置を促進（平成31年度までを目途に、全公立小学校・特別支援学校に配置）

(2) まなび・生活アドバイザーの全校配置

心理的な要因、家庭環境による要因等複雑な要因の存在が背景となってい

るいじめ・暴力・不登校などに適切に対応するとともに、経済的に困難な環

境にある子どもへの支援の充実を図るため、全小学校・中学校・高等学校・

特別支援学校へのまなび・生活アドバイザーの配置を促進（平成31年度まで

を目途に、全公立小中高等学校・特別支援学校に配置）

(3) それぞれのスーパーバイザーの配置充実

スクールカウンセラー及びまなび・生活アドバイザーの有機的連携を強化

し、それぞれが各校での役割を一層発揮できるよう、それぞれのスーパーバ

イザーの配置を充実
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(4) 量的拡充・資質の確保に向けた取組

スクールカウンセラー及びまなび・生活アドバイザーの量的拡充を図るに

あたっては資質の確保が重要であることから、国における施策の動向も踏ま

えつつ、京都府としても養成方策や勤務形態の在り方を検討

２ 小・中・高等学校における特別支援教育体制の強化

(1) 特別支援教育を担当する教員等に対する研修の充実

特別支援教育を担当する教員の人材育成と専門性の向上を図るため、各市

町(組合)教育委員会、教育局、総合教育センター、各地域支援センター等に

よる重層的な研修を充実実施

特別支援教育支援員等の専門性を高めるための研修を充実実施

(2) 特別支援学校教諭免許状の取得促進

大学等と連携した教育職員免許法に基づく認定講習の受講を促進する等小

学校、中学校及び高等学校に勤務する教員の特別支援学校教諭免許状の保有

率引上げを目指し、その取得を支援

とりわけ、小中学校の特別支援学級担任の特別支援学校教諭免許状保有率

を６割程度に引上げ

(3) 特別支援教育コーディネーターの専任化

国における教員定数の改善を踏まえ、特別支援教育コーディネーターの専

任化を促進

なお、特別支援教育コーディネーターの専任化が十分に実現できるまでの

間は、学校における特別支援教育体制を確立するため、非常勤講師を配置す

る事業を拡充

(4) 高等学校における特別支援教育体制の充実

通級指導教室を開設する場合には必要な教員定数を措置するとともに、各

校の実情に応じて特別支援教育支援員の配置を充実

高等学校において特別支援教育を担当する教員の人材育成と専門性の向上

を図るため、総合教育センター、各地域支援センター等による重層的な研修

を実施【再掲】

３ 京都府の実情を踏まえた部活動指導員(仮称)の効果的な導入

(1) 部活動指導員(仮称)と外部指導者派遣を選択できるシステムを構築

部活動の指導、単独での引率等を行う部活動指導員(仮称)が平成29年度に

制度化される方向であり、モデル配置により効果を検証し、京都府の実情を

踏まえた部活動指導員(仮称)の配置を推進
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部活動指導員(仮称)は、校長の監督の下にある学校に必要な職員（公務員）

として配置。任用に当たっては、学校教育に理解のある人材を確保。資質向

上を図るため、必要な研修を実施

また、従来からの技術指導に重点を置いた外部指導者を必要とする学校も

あることから、外部指導者の派遣も含めた京都式部活動支援を実施（部活動

指導員(仮称)と外部指導者派遣を選択できるシステムを構築）

(2) 京都府としての部活動指針(仮称)の策定

国の指針を踏まえて、学校教育の一環として、生徒のバランスのとれた生

活や成長へ配慮するため、休養日や活動時間の設定、練習計画の立案等に関

する京都府としての部活動指針を策定

また、部活動指針の策定に伴い、運動部活動指導ハンドブックを改訂

(3) 多様性が認められる部活動に対応する指導方法の確立

勝利一辺倒ではなく、多様な活動目的が認められる部活動の在り方を目指

し、指導者の意識改革を行うとともに指導方法を確立するため、学校におけ

る校内研修充実のための講師を派遣

引き続き、発育発達に応じた医科学的見地からのトレーニング理論を踏ま

え、部活動指導者の意識改革を目的としたセミナーや研修を部活動指導員（仮

称）や外部指導者も交えて実施

４ 学校体制の強化及び学校組織マネジメント力の更なる向上

(1) 学校体制の強化

困難な課題を抱える学校においては教員配置を充実するほか、低学年指導

補助や特別支援教育充実のための事業を充実するなど学校指導体制を強化

（「京都式少人数教育」の充実・強化）

(2) 校長の学校組織マネジメント機能の強化

校長の学校組織マネジメントに関する機能を強化するため、校長の学校運

営を補佐する主幹教諭の配置や小中学校における事務の共同組織の設置を促

進

併せて、多様な専門性を有する職員や外部の関係機関との連携を円滑に進

める役割を担う教員（「チーム学校推進担当教員（仮称）」）及び地域との連携

・協働の中核を担う教職員（「地域連携担当教職員（仮称）」）の配置を促進

(3) 学校組織マネジメントに関する研修内容の見直し

校長に対する学校組織マネジメントに関する研修を一層充実

教員個々の学級経営力や生徒指導力を向上させる視点から研修プログラム

を点検し、セルフマネジメントや自己健康管理の観点も意識したものとなる

よう、研修内容の組替え等を実施

事務職員は校長の学校運営を補佐する役割を担うことから、事務職員に対
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する学校組織マネジメントに関する研修を充実

更に、新しい時代に対応した学校教育を推進するためには、カリキュラム

・マネジメント(※6)に取り組むことが重要であり、新たに必要な研修を実施

※6「カリキュラム・マネジメント」

学習指導要領の次期改訂が目指す理念を実現するためには、教育課程全

体を通した取組を通じて、教科横断的な視点から教育活動の改善を行って

いくことや、学校全体としての取組を通じて、教科等や学年を超えた組織

運営の改善を行っていくことが求められることから、教育活動や組織運営

など、学校全体の在り方の改善において核となる教育課程の編成、実施、

評価及び改善という「カリキュラム・マネジメント」の確立が必要である

と言われている。（平成27年８月、中央教育審議会初等中等教育分科会教

育課程企画特別部会「論点整理」参照）

(4) 「京都式チーム学校推進校(仮称)」による実践研究

「京都式チーム学校推進校(仮称)」による実践研究を行い、成果を普及

（テーマ例）

①学年レベルでのチームマネジメントを構想した実践研究

②チーム体制の整備と更なる学校業務の改善を目指した実践研究

③教職員間の支援的、協力的な組織づくりを目指した実践研究

④ボランティアの活用による教員の負担軽減を目指した実践研究

５ チーム学校を機能させるための業務改善の推進

(1) 教育委員会が主体となった業務改善の取組

チーム学校をより良く機能させるためには、多様な専門性を有する人材の

配置充実や学校体制の強化と同時に、学校現場における業務改善を更に推進

・強化し、教員の負担軽減を図っていくことが重要であることから、京都府

教育委員会と市町(組合)教育委員会が連携・協働し、学校現場における業務

改善の取組・教員の負担軽減対策を支援

その際、対策を実効あるものとするためには、教員の長時間労働という「働

き方の改革」が重要であることを踏まえ、勤務時間管理の適正化と教員の意

識改革を推進

また、業務改善の取組のフォローアップを徹底するとともに、成果を挙げ

た優れた取組をすべての学校に普及

【京都府教育委員会の取組】

○ 教育庁内に、学校現場における勤務環境の改善や教員の負担軽減対

策を推進するための組織を設置

○ 府内の市町(組合)教育委員会との連絡・協働

○ 京都府としての業務改善の取組方針を策定

○ 府内における業務改善の取組を支援

・「学校支援アドバイザー（仮称）」を配置
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○ 府内の取組をフォローアップ

○ 成果を挙げた優れた取組をすべての学校に普及

【府総合教育センターの取組】

○ 研修内容の見直し（セルフマネジメント等の観点を意識）【再掲】

○ カリキュラムマネジメントに対応した研修等を実施【再掲】

○ 「京都式チーム学校推進校（仮称）」による実践研究【再掲】

【市町(組合)教育委員会の取組】

○ 地域の実情に応じて、京都府教育委員会と連携した取組を実施

(2) 重点モデル校・地域における実践研究

重点モデル校（府立学校）及び重点モデル地域（市町(組合)教育委員会）

を指定し、学校における業務改善の実践研究を行い、成果を普及

（テーマ例）

①部活動における負担軽減（部活動指導員（仮称）の活用等）

②専門スタッフ等による学校でのチーム体制の構築

③学校事務の機能強化のための研究（共同実施等）

④衛生委員会を活用した教員の負担軽減対策（府立学校）

(3) 学校現場における勤務時間管理の適正化等の取組

府立学校にあっては、人事委員会報告の内容を踏まえ、教員の時間外勤務

の状況を適切に把握するなど勤務時間管理の適正化を図るとともに、衛生委

員会を一層活用するなどにより、各校の実情に応じた業務改善及び教員の負

担軽減対策を推進

市町(組合)立学校にあっても、京都府教育委員会と市町(組合)教育委員会

との連携・協働の下、各校の実情に応じた取組を実施

６ 教育委員会における学校支援体制の整備及び学校支援機能の強化

(1) 京都府教育委員会における学校支援体制の整備

京都府教育庁内に、学校現場における勤務環境の改善や教員の負担軽減対

策を推進するための組織を設置し、学校支援体制を整備【再掲】

京都府教育庁内等に「学校支援アドバイザー（仮称）」を配置し、府立学校

や市町(組合)立小・中学校の求めに応じて派遣する仕組みを構築【再掲】

スクールカウンセラー及びまなび・生活アドバイザーそれぞれのスーパー

バイザーの配置を充実【再掲】

各市町(組合)教育委員会の取組に関する情報を収集し、府立学校の取組状

況と併せて、各市町(組合)教育委員会に情報を提供

(2) 市町(組合)教育委員会における学校支援体制の整備

市町(組合)教育委員会において学校現場における勤務環境の改善や教員の



12

負担軽減対策を推進する担当部署を明確化し、京都府教育委員会と連携して

対策を推進

スクールカウンセラー及びまなび・生活アドバイザーそれぞれのスーパー

バイザーの配置を充実【再掲】

(3) 京都府教育委員会と市町(組合)教育委員会との連携・協働

京都府教育委員会と市町(組合)教育委員会が連携・協働し、学校現場にお

ける業務改善の取組・教員の負担軽減対策を支援【再掲】

重点モデル校（府立学校）及び重点モデル地域（市町(組合)教育委員会）

を指定し、学校における業務改善の実践研究を行い、成果を普及【再掲】
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工 程 表

事 項 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度以降

◆スクールカウンセラー等の

配置率の向上

①スクールカウンセラー 順次充実 100％配置

②まなび・生活アドバイザー 順次充実 100％配置

③スーパーバイザー 順次充実

④量的拡充・資質の確保 検討・実施

◆小・中・高等学校における

特別支援教育体制の強化

①研修の充実実施 充実実施

②免許状の取得促進 促進着手 促進 ６割程度

（特別支援学級担任保有率）

③コーディネーターの専任化 促進着手 促進

非常勤講師の配置 順次充実

④高校における体制強化 順次充実

◆部活動指導員(仮称)の効果

的な導入

①部活動指導員(仮称)の配置 モデル配置 順次充実

②部活動指針(仮称)の策定 検討 策定

③部活動指導者の研修 充実実施

◆学校体制の強化・学校組織

マネジメント力の更なる向上

①学校体制の強化 強化着手 促進

②校長補佐体制の整備 着手 促進

③研修内容の点検・見直し 見直し実施

④推進校による実践研究 実践研究 継続普及

◆業務改善の推進

①教育委員会主体の取組 実施

②重点モデル校・地域 実践研究 普及

③学校現場における取組 実施

◆学校支援体制の整備

①京都府教育委員会

対策推進組織の設置 整備・強化

学校支援アドバイザー配置 配置

②市町(組合)教育委員会

対策推進担当部署の明確化 明確化等

③府と市町の連携・協働 強化
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その他関連情報

【検討会議の開催状況】

開催回 期日・会場 主な議題

第１回 平成28年７月６日(水) 京都府における学校の組織力向上に

ホテル ルビノ京都堀川 ついて

第２回 平成28年８月31日(水) 学校の組織力向上プラン（中間案）

京都ガーデンパレス について

第３回 平成28年11月４日(金) 学校の組織力向上プラン（最終案）

京都ガーデンパレス について

【検討会議委員名簿】
（五十音順・敬称略）

区 分 氏 名 役 職 等

参 与 木 岡 一 明 名城大学大学院大学・学校づくり研究科教授

京都教育大学特別支援教育臨床実践センター教
政 相 澤 雅 文

授・附属特別支援学校長

策
京都府臨床心理士会学校臨床部局ＳＣコーディ

朝比奈 恭 子 ネーター
立

案 小 西 康 公 長岡京市立長岡第六小学校長

メ
京都府ＰＴＡ協議会会計、向日市立西ノ岡中学

谷 村 サヨ子
校ＰＴＡ副会長

ン

バ 谷 村 信 治 木津川市立木津中学校長

ー

長 澤 哲 也 一般社団法人京都社会福祉士会理事

京都工芸繊維大学教授、日本水泳連盟参与・科
野 村 照 夫

学委員、日本コーチング学会理事

京都府立洛北高等学校長・洛北高等学校附属中
前 川 明 範

学校長

山 口 恭 一 京田辺市教育委員会教育長
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【参考】

○ 学校の組織力向上等に関わる主な文部科学省の動き

◆「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について」（平成27年12月21

日中央教育審議会答申）

◆「『次世代の学校・地域』創生プラン～学校と地域の一体改革による地域創生

～」（平成28年１月25日文部科学大臣決定）

◆「学校現場における業務の適正化に向けて」（平成28年６月13日次世代の学校

指導体制にふさわしい教職員の在り方と業務改善のためのタスクフォース報

告）

◆「次世代の学校指導体制の在り方について（最終まとめ）」（平成28年７月29

日次世代の学校指導体制強化のためのタスクフォース公表）

◆「不登校児童生徒への支援に関する最終報告」（平成28年７月29日不登校に関

する調査研究協力者会議報告）


